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【第１号議案】 
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令和５年度 三島市地域公共交通協議会事業報告 

 

１ 三島市地域公共交通協議会等の開催について 

⑴ 三島市地域公共交通協議会の開催 

第１回 令和５年６月２２日（木）（書面開催による議決日） 

＜議案＞●令和４年度事業報告案及び決算報告案について 

●令和５年度事業計画案及び予算案について 

    ・以上について承認 

 

第２回 令和５年６月２８日（水）１３時３０分から 

＜議案＞●「三島市地域公共交通網形成計画」の事業実施状況の評価について 

      ●「三島市地域公共交通計画（案）」パブリック・コメント実施結果 

       について 

      ●協議会名称変更について 

      ・以上について承認 

 

第３回 令和５年１１月２１日（火）（書面開催による議決日） 

    ●三島市自主運行バスふれあい号の「青木南」バス停移設について 

       ・以上について承認 

 

第４回 令和５年１２月２２日（金） 

  ＜議案＞●令和６年度三島市自主運行バスの運行について 

      ●退出申出路線について 

      ●単独継続困難申し出路線について 

      ●地域間幹線系統路線の事業評価に関する市の対応について 

      ・以上について承認 

 

⑵ 作業部会の開催 

   第１回 令和５年６月１３日（火）１０時００分から 

●「三島市地域公共交通計画（案）」パブリック・コメント結果について 

 

第２回 令和５年１２月８日（金）１３時３０分から 

●第４回三島市地域公共交通協議会について 

●令和６年度公共交通 PR イベントについて 

●令和６年度三島市地域公共交通協議会事業について 

 

   ※作業部会は、三島市地域公共交通協議会規約第８条第１項の規定に基づき、同規約第３条に規定する

所掌事務について専門的な調査研究及び検討を行うもので、事業の進捗に応じて開催します。 

 

 



【第１号議案】 
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２ 令和５年度事業について 

⑴ 三島市地域公共交通計画印刷業務 

＜概要＞ 

 ・着手日 令和６年２月５日 

 ・完了日 令和６年３月 22日 

・契約額 196,680円（税込） 

 ・受注者 文光堂印刷株式会社 

 ・数量  各 100部 

・内容  令和５年度に策定した「三島市地域公共交通計画」の冊子及び概要版 

の作成、印刷。 

 ⑵ みしま公共交通マップ（絵本作家版）印刷業務 

 ＜概要＞ 

 ・着手日 令和６年２月５日 

 ・完了日 令和６年３月 22日 

・契約額 128,700円（税込） 

 ・受注者 文光堂印刷株式会社 

 ・数量  13,000部 

・内容  令和３年度に絵本作家のえがしらみちこさん（三島市在住）が描き 

おろした観光版の公共交通マップ情報を更新、データを修正し印刷。 

三島駅前観光案内所、市役所正面玄関ほか市内各施設へ配布。データ 

を三島市ホームページに掲載。 

 ⑶ みしま公共交通マップ（全域版）印刷業務 

  ＜概要＞ 

 ・着手日 令和６年２月５日 

 ・完了日 令和６年３月 22日 

・契約額 617,760円（税込） 

 ・受注者 ナポー株式会社 

 ・数量  20,000部 

・内容  バス路線情報やタクシー、バス、鉄道の運賃情報を更新。新たにシェ 

アサイクル情報を掲載し印刷。 

三島駅前観光案内所、市役所正面玄関ほか市内各施設へ配布。データ 

を三島市ホームページに掲載。 

 

▲シェアサイクル情報掲載 



【第２号議案】

（歳入） （単位：円）

予算額 決算額 決算額の説明

790,000 790,000

790,000 790,000

1目　負担金 740,000 740,000 市負担金

50,000 50,000 事業者負担金（10,000円×５事業者）

0 0

0 0

1目　補助金 0 0

1,629,200 1,629,200

1,629,200 1,629,200

1目　繰越金 1,629,200 1,629,200

30 20

30 20

1目　雑入 30 20 預金利息

2,419,230 2,419,220

（歳出） （単位：円）

予算額 歳出済額 歳出済額の説明

370,000 284,405

300,000 238,240

1目　会議費 300,000 238,240 委員報酬・費用弁償

70,000 46,165

1目　事務費 10,000 8,525 振込手数料

50,000 28,240 郵送料

10,000 9,400 消耗品

2,049,230 943,140

2,049,230 943,140

1目　事業費 400,000 196,680
「三島市地域公共交通計画」冊子及び概要版
印刷

849,230 746,460
公共交通マップ全域版・観光版（絵本作家版）
のデータ修正及び印刷

800,000 0
計画に基づく新規事業用（例：研修費、会場費、広報
費等）

2,419,230 1,227,545

なお、必要に応じて科目間の流用は認めるものとする。
歳入合計 2,419,220 円
歳出合計 1,227,545 円
差引合計 1,191,675 円（次年度繰越金）

2款　事業費

1項　事業費

歳出合計

1項　繰越金

歳入合計

科目

1款　運営費

1項　会議費

2項　事務費

4款　諸収入

1項　諸収入

令和５年度　三島市地域公共交通協議会決算

3款　繰越金

科目

1款　負担金

1項　負担金

2款　補助金

1項　補助金
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【第３号議案】 
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令和６年度 三島市地域公共交通協議会事業計画案 

 

１ 「三島市地域公共交通計画」に位置付けた事業の実施 

⑴ バス、タクシー運転手の確保に向けた行政支援に関する事業 

行政と連携してバスやタクシーの運転手募集や、公共交通の利用促進を 

PRするイベントを開催する 

⑵ 地域ごとに選択可能な移動手段の周知に関する事業 

  路線状況や新たにシェアサイクル情報を追記した公共交通マップを配布 

及びホームページで公開するとともに、公共交通を使った移動方法等、具 

体的な利用方法を紹介する 

    

 

２ 三島市地域公共交通協議会等の開催 

⑴ 三島市地域公共交通協議会の開催（年４回程度） 

第１回 令和６年（2024年）６月（書面開催） 

 ・令和５年度事業報告（案）及び決算（案） 

・令和６年度事業計画（案）及び予算（案） 

第２回 令和６年（2024年）７月４日（木） 

・三島市自主運行バスについて 

・「三島市地域公共交通計画」の目標達成状況及び評価について 

第３回 令和６年（2024年）１２月頃（予定） 

・「三島市地域公共交通計画」事業実施進捗状況 

第４回 令和７年（2025年）２～３月頃（予定） 

・「三島市地域公共交通計画」事業実施状況の確認、課題の共有等 

 

⑵ 作業部会の開催 

   三島市地域公共交通協議会規約第８条第１項の規定に基づき、 

同規約第３条に規定する所掌事務について専門的な調査研究及び検討を 

行う。事業の進捗に応じて開催するものとする。 



【第４号議案】

（歳入） （単位：円）

予算額

750,000

750,000

1目　負担金 750,000 市負担金 700,000

事業者負担金（10,000円×5事業者） 50,000

0

0

1目　補助金 0

1,191,675

1,191,675

1目　繰越金 1,191,675 前年度繰越金

20

20

1目　雑入 20 利子

1,941,695

（歳出） （単位：円）

予算額

410,000

300,000

1目　会議費 300,000 委員報酬・費用弁償

110,000

1目　事務費 10,000 振込手数料

50,000 郵送料

50,000 消耗品（インク代等）

1,531,695

1,531,695

1目　事業費 800,000

731,695

1,941,695

なお、必要に応じて科目間の流用は認めるものとする。

1項　事業費

歳出合計

科目 説明

1款　運営費

1項　会議費

2項　事務費

2款　事業費

運転手募集、公共交通の利用促進PRイベント

計画に基づく新規事業用（例：研修費、会場費、広報費等）

歳入合計

令和6年度　三島市地域公共交通協議会予算案

科目 説明

1款　負担金

1項　負担金

2款　補助金

1項　補助金

3款　繰越金

1項　繰越金

4款　諸収入

1項　諸収入
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【第５号議案】 

 

三島市地域公共交通協議会規約の一部を改正する規約案について 

 

１ 概要 

道路運送法の改正に伴い、コミュニティバスの運賃・料金は運賃協議会で協議するこ

とが規定されたため、運賃協議会の設置規定を三島市地域公共交通協議会規約に追加す

る。 

 

２ 変更内容 

 ⑴ 運賃協議会の設置規定を制定する。 

 ⑵ 運賃協議会の設置規定制定に伴い規約の一部を改正する。（別紙） 

 

３ 変更の適用時期 

  本議案を議決した日 

 



三島市地域公共交通協議会規約の一部を改正する規約案 新旧対照表 

改正後 改正前 

(運賃協議会) 

第９条 第３条第２号に掲げる事務について、道路運送法第９条第４項に規定す

る路線の運賃等を協議するため、運賃協議会を置くことができる。 

２ 運賃協議会は、運賃協議会長及び運賃協議会員をもって組織する。 

３ 運賃協議会長及び会員は、会長が指名する。 

(経費の負担) 

第10条 協議会の運営に要する経費は、市からの負担金、国からの補助金、繰越

金その他の収入をもって充てる。 

(財務) 

第11条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

(監査) 

第12条 協議会に監事２名を置く。 

２ 監事は、委員のうち、第４条第12号及び第13号に規定する者以外のものから

会長が指名する。 

３ 監事は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

４ 監事は、委員としての任期が満了した場合は、後任の監事が就任するまで、引

き続き監事としてその職務を行う。 

５ 監査に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（事務局） 

第13条 協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、市の第３条第１号に掲げる事務を所管する課並びに同条第２号に

掲げる事務を所管する課に置く。 

３ 事務局に事務局長、事務局次長及び事務局員を置き、会長が定めた者をもっ

て充てる。 

４ 事務局及びその処務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（補則） 

第14条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が別に定める。 

     附 則 

 この規約は、平成２９年４月７日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成３１年４月１９日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、令和５年６月２８日から施行する。 

附 則 

 この規約は、令和６年６月  日から施行する。 

 

 

 

   

 

(経費の負担) 

第９条 協議会の運営に要する経費は、市からの負担金、国からの補助金、繰越金

その他の収入をもって充てる。 

(財務) 

第10条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

(監査) 

第11条 協議会に監事２名を置く。 

２ 監事は、委員のうち、第４条第12号及び第13号に規定する者以外のものから

会長が指名する。 

３ 監事は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

４ 監事は、委員としての任期が満了した場合は、後任の監事が就任するまで、引

き続き監事としてその職務を行う。 

５ 監査に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（事務局） 

第12条 協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、市の第３条第１号に掲げる事務を所管する課並びに同条第２号に

掲げる事務を所管する課に置く。 

３ 事務局に事務局長、事務局次長及び事務局員を置き、会長が定めた者をもっ

て充てる。 

４ 事務局及びその処務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（補則） 

第13条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が別に定める。 

     附 則 

 この規約は、平成２９年４月７日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成３１年４月１９日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、令和５年６月２８日から施行する。 
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三島市地域公共交通協議会規約（現時点） 

 

（目的） 

第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号。以下

「活性化再生法」という。）第６条第１項の規定に基づき、三島市地域公共交通

計画（以下｢計画｣という。）の作成及び実施に関し必要な協議を行うとともに、

道路運送法（昭和26年法律第183号）の規定に基づき、地域における需要に応じた

住民の生活に必要なバス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便の増進を図り、地

域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議するため、三島市

地域公共交通協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（事務所） 

第２条 協議会は、事務所を静岡県三島市北田町４番47号三島市役所内に置く。 

（所掌事務） 

第３条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

 ⑴ 活性化再生法に関すること。 

  ア 計画の作成及び変更に係る協議に関すること。 

  イ 計画の実施に係る協議に関すること。 

 ⑵ 道路運送法に関すること。 

  ア 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃等に関すること。 

  イ 市町村運営有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関すること。 

 ⑶ 前各号に掲げるもののほか、協議会が必要と認めること。 

（組織） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が依頼し、又は任命する。 

⑴ 一般社団法人静岡県バス協会の代表又はその指名する者 

⑵ 商業組合静岡県タクシー協会の代表又はその指名する者 

⑶ 関係する旅客自動車運送事業者の代表又はその指名する者 

⑷ 旅客自動車運送事業者の労働者団体の代表又はその指名する者 

⑸ 国土交通省中部運輸局静岡運輸支局長又はその指名する者 

⑹ 静岡県公共交通担当部局 

⑺ 静岡県公安委員会が指名する者 

⑻ 道路管理者（活性化再生法第２条第３号に規定する道路管理者をいう。）又はそ

の指名する者 

⑼ 商工観光に携わる者 

⑽ 住民又は利用者の代表 

⑾ 学識経験者 

⑿ 副市長 

⒀ 市の第３条第１号に掲げる事務を所管する部長、同条第２号に掲げる事務を所

管する部長、政策企画担当部長及び市道維持管理担当部長 
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⒁  その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、選任された年度の翌年度末までとする。ただし、補欠の委員

の任期は、前任の委員の残任期間とする。 

２ 委員の再任は、妨げない。 

（会長及び副会長） 

第６条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長は、委員（第４条第 13号に掲げる者を除く。）の互選によってこれを定める。 

３ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

５ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

 (会議) 

第７条 協議会は、会長が招集し、その会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議は、原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円

滑な議事運営に支障が生じると認められる場合については、非公開とする。 

４ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

５ 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求めて説

明又は意見を聴くことができる。 

６ 委員は、やむを得ない事情により会議に出席できないときは、その代理者を出席

させることができる。 

７ 会長は、緊急その他やむを得ない事情があり、会議を開催することができない場

合には、書面での決議をもって会議に代えることができる。 

８ 第４項の規定は、前項の場合において準用する。この場合において、第４項中「出

席した委員」とあるのは「すべての委員」と読み替えるものとする。 

９ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 (作業部会) 

第８条 第３条各号に掲げる事務について、専門的な調査研究及び検討を行うため、

作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会は、作業部会長及び作業部会員をもって組織する。 

３ 作業部会長及び作業部会員は、会長が指名する。 

(経費の負担) 

第９条 協議会の運営に要する経費は、市からの負担金、国からの補助金、繰越金そ

の他の収入をもって充てる。 

(財務) 

第 10 条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 
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(監査) 

第 11 条 協議会に監事２名を置く。 

２ 監事は、委員のうち、第４条第 12号及び第 13号に規定する者以外のものから会

長が指名する。 

３ 監事は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

４ 監事は、委員としての任期が満了した場合は、後任の監事が就任するまで、引き

続き監事としてその職務を行う。 

５ 監査に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（事務局） 

第 12 条 協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、市の第３条第１号に掲げる事務を所管する課並びに同条第２号に掲げ

る事務を所管する課に置く。 

３ 事務局に事務局長、事務局次長及び事務局員を置き、会長が定めた者をもって充

てる。 

４ 事務局及びその処務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（補則） 

第 13 条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

     附 則 

 この規約は、平成２９年４月７日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成３１年４月１９日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、令和５年６月２８日から施行する。 
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三島市地域公共交通協議会規約（改正後） 

 

（目的） 

第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号。以下

「活性化再生法」という。）第６条第１項の規定に基づき、三島市地域公共交通

計画（以下｢計画｣という。）の作成及び実施に関し必要な協議を行うとともに、

道路運送法（昭和26年法律第183号）の規定に基づき、地域における需要に応じた

住民の生活に必要なバス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便の増進を図り、地

域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議するため、三島市

地域公共交通協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（事務所） 

第２条 協議会は、事務所を静岡県三島市北田町４番47号三島市役所内に置く。 

（所掌事務） 

第３条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

 ⑴ 活性化再生法に関すること。 

  ア 計画の作成及び変更に係る協議に関すること。 

  イ 計画の実施に係る協議に関すること。 

 ⑵ 道路運送法に関すること。 

  ア 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃等に関すること。 

  イ 市町村運営有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関すること。 

 ⑶ 前各号に掲げるもののほか、協議会が必要と認めること。 

（組織） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が依頼し、又は任命する。 

⑴ 一般社団法人静岡県バス協会の代表又はその指名する者 

⑵ 商業組合静岡県タクシー協会の代表又はその指名する者 

⑶ 関係する旅客自動車運送事業者の代表又はその指名する者 

⑷ 旅客自動車運送事業者の労働者団体の代表又はその指名する者 

⑸ 国土交通省中部運輸局静岡運輸支局長又はその指名する者 

⑹ 静岡県公共交通担当部局 

⑺ 静岡県公安委員会が指名する者 

⑻ 道路管理者（活性化再生法第２条第３号に規定する道路管理者をいう。）又はそ

の指名する者 

⑼ 商工観光に携わる者 

⑽ 住民又は利用者の代表 

⑾ 学識経験者 

⑿ 副市長 

⒀ 市の第３条第１号に掲げる事務を所管する部長、同条第２号に掲げる事務を所

管する部長、政策企画担当部長及び市道維持管理担当部長 
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⒁  その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、選任された年度の翌年度末までとする。ただし、補欠の委員

の任期は、前任の委員の残任期間とする。 

２ 委員の再任は、妨げない。 

（会長及び副会長） 

第６条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長は、委員（第４条第 13号に掲げる者を除く。）の互選によってこれを定める。 

３ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

５ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

 (会議) 

第７条 協議会は、会長が招集し、その会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議は、原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円

滑な議事運営に支障が生じると認められる場合については、非公開とする。 

４ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

５ 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求めて説

明又は意見を聴くことができる。 

６ 委員は、やむを得ない事情により会議に出席できないときは、その代理者を出席

させることができる。 

７ 会長は、緊急その他やむを得ない事情があり、会議を開催することができない場

合には、書面での決議をもって会議に代えることができる。 

８ 第４項の規定は、前項の場合において準用する。この場合において、第４項中「出

席した委員」とあるのは「すべての委員」と読み替えるものとする。 

９ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 (作業部会) 

第８条 第３条各号に掲げる事務について、専門的な調査研究及び検討を行うため、

作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会は、作業部会長及び作業部会員をもって組織する。 

３ 作業部会長及び作業部会員は、会長が指名する。 

(運賃協議会) 

第９条 第３条第２号に掲げる事務について、道路運送法第９条第４項に規定する路

線の運賃等を協議するため、運賃協議会を置くことができる。 

２ 運賃協議会は、運賃協議会長及び運賃協議会員をもって組織する。 

３ 運賃協議会長及び会員は、会長が指名する。 

(経費の負担) 
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第 10 条 協議会の運営に要する経費は、市からの負担金、国からの補助金、繰越金

その他の収入をもって充てる。 

(財務) 

第 11 条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 

(監査) 

第 12 条 協議会に監事２名を置く。 

２ 監事は、委員のうち、第４条第 12号及び第 13号に規定する者以外のものから会

長が指名する。 

３ 監事は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

４ 監事は、委員としての任期が満了した場合は、後任の監事が就任するまで、引き

続き監事としてその職務を行う。 

５ 監査に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（事務局） 

第 13 条 協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、市の第３条第１号に掲げる事務を所管する課並びに同条第２号に掲げ

る事務を所管する課に置く。 

３ 事務局に事務局長、事務局次長及び事務局員を置き、会長が定めた者をもって充

てる。 

４ 事務局及びその処務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（補則） 

第 14 条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

     附 則 

 この規約は、平成２９年４月７日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成３１年４月１９日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、令和５年６月２８日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、令和６年 月 日から施行する。 

 

 


